マクロデータ分析第６回講義資料

平成21（2009）年5月26日
金子洋一（兼任講師）

１．「経済指標のかんどころ」第12章経済関連指標　景気動向　鉱工業生産指数
『３月の鉱工業生産速報、1．6％上昇　６カ月ぶりプラス』
http://www.nikkei.co.jp/keiki/kougyou/
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　経済産業省が30日発表した３月の鉱工業生産指数（速報値、2005 年＝100）は70.6となり、前月に比べて1.6％上昇した。生産がプラスに転じるのは昨年９月以来６カ月ぶり。生産減少が続いていたが、電子部品や一般機械が在庫調整の進展などを受けて増産に転じた。ただ生産の水準は低く、依然として力強さはない。

　３月の生産指数は市場予測の平均（前月比0.9％上昇）をやや上回った。１―３月期では前期比22.1％低下。１、２月の落ち込みが響いた。企業は昨秋から大幅な減産を実施したが、「局面は変わってきている」（経産省）という。経産省は生産の基調判断を「停滞している」として、昨年11 月からの「急速に低下している」から変更した。

　業種別の生産指数では電子部品・デバイスが前月比10.3％上昇した。ゲームや携帯電話向けの集積回路などが好調だった。一般機械は5.6％上昇、自動車を含む輸送機械は2.3％上昇した。一方、鉄鋼や金属製品などの業種は低下した。

　生産指数は全体で前月比プラスに転じたものの、水準としては大幅に落ち込んだ状態にある。３月も前年同月比でみると34.2％低い。

　出荷指数は前月比で1.4％上昇し、６カ月ぶりのプラスとなった。在庫は3.3％低下し、３カ月連続のマイナス。

　製造工業生産予測指数によると、４月は前月比4.3％上昇、５月も6.1％上昇する見込みになった。ただ世界経済の先行きは不透明感が強いうえ、豚インフルエンザから変異した新型インフルエンザによって、世界的に経済活動が影響を受ける恐れもある。

[4月30日/日本経済新聞　夕刊]

『鉱工業指数　平成21年3月分（速報）』（平成21年4月30日発表）（部分）
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/iip/result/h2a1030j.html
 

停滞する鉱工業生産

今月は、生産、出荷が上昇、在庫、在庫率は低下であった。

製造工業生産予測調査によると、４月、５月とも上昇を予測している。

総じてみれば、生産は停滞している。

	平成17年＝100

	項目
	季節調整済指数
	原指数

	
	指数
	前月比
(％)
	指数
	前年同月比
(％)

	生産
	70.6 
	1.6
	76.7
	▲34.2

	出荷
	73.0
	1.4
	82.5
	▲32.4

	在庫
	100.1
	▲3.3
	95.6
	  ▲ 4.9 

	在庫率
	150.7
	▲4.9
	130.1
	45.2


注）▲はマイナスを示す。

１．製造工業生産予測調査

　製造工業生産予測調査によると、4月は前月比4.3%の上昇、5月は同6.1%の上昇であった。4月の上昇は、化学工業、電子部品・デバイス工 業、輸送機械工業等により、5月の上昇は、輸送機械工業、鉄鋼業、電子部品・デバイス工業等による。3月の実現率は0.3%、4月の予測修正率は1.5% となった。

	製造工業生産予測調査 (季節調整済前月比(%))平成17年＝100

	　
	平成21年3月
	平成21年4月
	平成21年5月

	平成21年3月調査
	3.2
	3.1
	　

	平成21年4月調査
	　
	4.3
	6.1


注）▲はマイナスを示す。

『用語について』http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/iip/result-4.html#menu05
①在庫循環

生産(又は出荷)と在庫の関連した動向から経済状況をみる手法。

* 1．景気が上向いているときには企業は将来の需要増を見込み、在庫を積みます（在庫積み増し局面）

* 2．その後、景気が山を迎え下降局面に入ると、企業の需要予測よりも実際の需要が下回ることになり、在庫がたまりはじめる（在庫積み上がり局面）

* 3．本格的に景気が悪くなり、企業は積み上がった在庫を減らすために減産を行う（在庫調整局面）

* 4．次第に景気が回復してくると、企業の需要予測を実際の需要が上回り、生産を増やしても在庫が減っていく（意図せざる在庫減局面）

* 1’この後、景気が本格的に回復すると生産、出荷とも増加するため在庫の積み増しを始める。

このように、1→2→3→4→1’というように、一連の動きが円を描くように推移することから在庫循環と呼ばれる。

②在庫循環図

原指数の生産(又は出荷)、在庫の前年同月比を縦軸と横軸に取りグラフで在庫循環を表す。

http://www.tokaitokyo.co.jp/otome/finance/business/check/images/industry_il004.gif
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③稼働率指数
製造工業の設備の稼働状況を表すために、生産量と生産能力の比から求めた指数。能力を測定することが困難であることが多いため、稼働率指数の採用品目は生産指数よりも少なくなっている。

④生産能力指数
製造工業の生産能力を、操業日数や設備、労働力に一定の基準を設け、これらの条件が標準的な状態で生産可能な最大生産量を能力として定義し、これを指数化したもの。

⑤基準改定

鉱工業指数はラスパイレス数量算式を採用しているため、基準年から離れるにしたがって品目間の相対価格の変化や採用品目の代表性の問題などから実際の生産活動と指数の動きにズレが生じることがある。そのため、5年毎（西暦末尾が0、5の年）に、基準年の変更、採用品目の見直し、ウェイトの算出や業種分類の見直しなどを行い、実際の生産動向を反映するようにしている。

⑥季節調整

5月に大型連休で工場の操業日数が減って生産が減ったり、決算対策のために年度末に生産が増加するといったような季節的、社会制度による1年を周期として繰り返される変動を取り除くこと。これを行うことによって前月や前期との比較が可能となる。

⑦季節調整済指数

原指数に季節調整を行った指数。

    季節調整済指数 ＝ 原指数 ÷ 季節指数（×曜日・祝祭日・うるう年指数）

    により算出される。

    動向をみる場合には前月比が主に使用される。

⑧原指数

指数作成用データをそのまま指数化したもの。鉱工業指数等、経済指数には季節的な変動を含む場合が多く、動向をみる場合には前年同月比が主に使用される。

⑨製造工業生産予測調査

企業の生産計画をもとに、今後の生産の先行きを予測しようとする調査。製造工業の主要195品目について、それぞれの主要企業から、生産数量の前月実績、当月見込み、翌月見込みについて調査・集計し、指数化、公表している。経済産業省 調査統計部 経済解析室所管。

前月比（percent change from previous month）

当月を前月と比較して求められる比率。調査統計部では1.3％増や ▲0.5％減のように％変化率で表している。

経済指数には季節的な要因が含まれるものが多く、そのままでは比較することができないため、季節調整を行って比較が可能にしてから前月比を求める。

前年同月比（percent change from previous year）

当月と前年の同じ月を比較して求められる比率。調査統計部では1.3％増や▲0.5％減のように％変化率で表している。前年の同じ月と比べるため季節的な変動を考慮せず比べることができ、簡単に求められることから幅広く利用されており、原指数を用いて計算する。ただし前年同月の値に対する伸びのため、前年同月比どうしを比べる際には注意を要する。

２．最近の経済情勢について
『1─3月期実質ＧＤＰは過去最大の減少率＝内閣府』

2009年 05月 20日 09:07 JST

http://jp.reuters.com/article/topNews/idJPJAPAN-38103920090520
［東京　２０日　ロイター］　内閣府によると、１─３月期の実質国内総生産（ＧＤＰ）の前期比減少率は、第１次オイルショックの影響が及んだ１９７４年１─３月期（前期比マイナス３．４％、年率マイナス１３．１％）を上回り、公表値が存在する１９５５年以降で最大となった。

　内閣府が２０日発表した１―３月期国民所得統計１次速報によると、実質国内総生産（ＧＤＰ）は前期比マイナス４．０％、年率換算マイナス１５．２％となり、２００８年１０―１２月期の前期比マイナス３．８％からマイナス幅が拡大した。

　一方、名目成長率は前期比マイナス２．９％。

　ＧＤＰデフレーターは前年同期比プラス１．１％、国内需要デフレーターは同マイナス０．９％だった。

　０９年度が各四半期ともゼロ成長だった場合の０９年度の成長率は、マイナス４．９％。政府経済見通しの２００９年度実質成長率（マイナス３．３％程度）の達成には、今後各四半期プラス０．７％程度の成長が必要となる。

　ロイターの事前調査では、１―３月期の実質ＧＤＰの予測中央値は前期比マイナス４．２％、年率マイナス１５．７％だった。
（参考）ＧＤＰ四半期増減率の年率換算

　四半期ＧＤＰ増減率の年率換算公式：

（「１＋四半期増減率」の４乗－１）×100

平成20（2008）年10―12月期の実質ＧＤＰ（第一次速報）は前期比－3.34％だったので、

（（１＋（－0.0334））の４乗－１）×100＝－12.7％

年率換算で-12.7％となる。単純に4倍するのでは最近のように大きな落ち込みを見せている場合は誤差が大きくなる。（-3.34×4=-13.36）

今後の講義運営について、希望や意見、質問などがあれば遠慮なく金子までメールください。極力ご希望に添うようにします。

e-mail　hellokaneko@gmail.com
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